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＜ 要 約 ＞ 
 
日本では自殺で亡くなる方が連続 11 年間 3万人を超えている。日本人の死

因統計によれば、自殺は死因の第 6 位を占めているが、15 歳から 54 歳まで
を、5 歳間隔で区切って死因統計を出した場合には、全年齢グループで、自
殺による死亡は死因の第 1位か第 2位を占めている。その自殺の中心にある
課題が、うつ病対策である。 
 
特に企業においては過労自殺が多くなってきているため、その対策が重要

になってきている。また、経済的な損失として、遅刻・欠勤・休職による直
接的な損失も発生している。実際に仕事をしていないにもかかわらず給与や
保険料を会社は支払わなければならないことに加えて、医療費として健保組
合が負担する分も関係する。当然、休職期間が長くなれば傷病手当金につい
ても考慮しなければならない。そして、その期間は実際に生産性がないわけ
だから、その「機会損失」も本来は考慮に入れる必要がある。 
 
ただし、早期のレベルで対応すれば、休職なし、あるいは 1ヶ月間くらい

の休職で復帰できる可能性が高い。抑うつまで進んでから治療を始めると、
治るまで 3 ヶ月間かそれ以上休まなければいけなくなってしまうこともあ
る。これは本人にとっても職場にとってもデメリットである。うつ病は、原
則的には、薬物療法と休養などで 100％治る病気である。病状が改善し薬物
療法を徐々に止めていくまでには、最低でも治療に 1年間はかかってしまう
ことになるが、この回復にかかる時間は、より軽症な段階で治療を始めれば、
より短期間になるので、早期発見・早期治療をしなければならない。 
 
治療後はすぐに復職というのは無理があるため、復職の際は段階的に戻す

ことが一般的である。復職時や復職後に、精神科医である産業医や産業カウ
ンセラーや保健師が、定期的に（少なくとも月に 1回程度は）フォローする
ことが重要となってくる。 
 
うつ病発生による経済的な損失を考え、メンタルヘルス導入の経済的効果

について本文では詳しく論じる。うつ病対策は社会問題にも発展しているた
め、企業だけではなく、社会全体が、うつ病をはじめとするメンタルヘルス
の重要性を認識していかなければならない。 
 


